[タイトル]

貸金業法１７条１項に規定する書面の交付の有無及び貸金業者が受領した貸金業法４３条１項の適用されない制限超過利息の返還における悪意の推定
[判決裁判所]

最高裁判所
[判決日]

平成１９年７月１３日

[事件番号]

平成１７年（受）第１９７０号
[事件名]
不当利得返還請求事件
[出典]

最高裁判所民事判例集６１巻５号１９８０頁 

裁判所時報１４４０号１頁 

判例時報１９８４号２６頁 

判例タイムズ１２５２号１１０頁 

金融法務事情１８２３号８５頁 

金融・商事判例１２７２号１６頁 

金融・商事判例１２７９号２７頁 

最高裁判所裁判集民事２２５号９１頁
[当事者名]

上告人（原告・被控訴人・附帯控訴人）　山本仁美
対
被上告人（被告・控訴人・附帯被控訴人）　株式会社エイワ

[事実の概要]
Ｙ（被告・控訴人・被上告人）は，貸金業の規制等に関する法律（以下，「貸金業法」という）３条所定の登録を受けた貸金業者である。Ｙは，Ｘ（原告・被控訴人・上告人）に，１４回にわたり第１回から第５回までは年４０．００４％，第６回から第９回までは年３９．７８５％，第１０回から第１４回までは年２８．９８１％の利率で，かつ元利均等方式の約定で貸し付けたが，いずれも利息制限法１条１項の制限利率を超えるものであった。ＹはＸに対し，本件各貸付けに際し，借用証書の写しである「省令第１６条第３項に基づく書面の写」と題する書面をそれぞれ交付した。本件各契約書面には，「各回の支払金額」欄に，一定額の元利金の記載とともに「別紙償還表記載のとおりとします。」との記載があったほか，過不足金が生じたときは最終回に清算する旨の定めもあり，Ｙが交付したと主張し，証拠として提出している償還表に記載された最終回の返済金額は元利金として記載された一定額とは異なっていた。Ｙは第１２回から第１４回の貸付けに係る契約を締結した際には，Ｘに対し，償還表を交付した。Ｘは，Ｙに対し，本件各貸付けに係る債務の弁済として，原判決別紙計算書の「年月日」欄記載の各年月日に「支払額」欄記載の各金員を支払った。本件各弁済の中には，ＹからＸに交付された「領収書兼残高確認書」と題する書面の記載内容が，貸金業法１８条１項に規定する事項を満たさないものもあるが，Ｙは，それらの書面についても，上記事項を満たし，同法４３条１項が適用されるものと考えていた。
Ｘは，Ｙに対し，本件各貸付けの弁済金のうち，利息制限法１条１項所定の利息の制限額を超えて利息として支払われた部分を元本に充当すると，第１審判決別紙１のとおり過払金が発生しており，かつ，Ｙは上記過払金の受領が法律上の原因を欠くものであることを知っていたとして，不当利得返還請求権に基づき，過払金及び過払金の発生時から支払済みまでの民法７０４条前段所定の利息の支払等を求めて，本件訴訟を提起した。

原審（東京高判平成１７・７・２７金判１２７２号２４頁）は，償還表がない場合には元利の内訳はわからないが，金額としては明確であるとして，すべての貸付けについて１７条書面の要件を満たし，第１回から第１１回の貸付けはさらに１８条書面の要件をも満たし，みなし弁済が成立するとし，悪意の判断基準については第１審（東京地判平成１６・８・５金判１２７２号２７頁）と同様，返還義務負担の認識と解した。

[判旨]
一部破棄差戻し，一部上告却下。

最高裁は，貸金業法の１７条書面の要件充足の点，民法７０４条の悪意の理解の点のいずれについても判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があるとした。

「貸金業法１７条１項が，貸金業者につき，貸付けに係る契約を締結したときに，１７条書面を交付すべき義務を定めた趣旨は，貸付けに係る合意の内容を書面化することで，貸金業者の業務の適正な運営を確保するとともに，後日になって当事者間に貸付けに係る合意の内容をめぐって紛争が発生するのを防止することにあると解されるから，貸金業法１７条１項所定の事項の記載があるとして交付された書面の記載内容が正確でないときや明確でないときには，同法４３条１項の適用要件を欠くというべきである（最高裁平成１５年（受）第１６５３号同１８年１月２４日第三小法廷判決・民集６０巻１号３１９頁参照）。
これを本件についてみると，１７条書面には各回の『返済金額』を記載しなければならないところ（貸金業法１７条１項９号（平成１２年法律第１１２号による改正前は同項８号），施行規則１３条１項１号チ），前記事実関係等によれば，本件各契約書面の『各回の支払金額』欄には『別紙償還表記載のとおりとします。』との記載があり，償還表は本件各契約書面と併せて一体の書面をなすものとされ，各回の返済金額はそれによって明らかにすることとされているものであって，『各回の支払金額』欄に各回に支払うべき元利金が記載されているとしても，最終回の返済金額はそれと一致しないことが多く，現に本件においても相違しているのであり，その記載によって各回の返済金額が正確に表示されるものとはいえないというべきである。」
「金銭を目的とする消費貸借において利息制限法１条１項所定の制限利率（以下，単に『制限利率』という。）を超過する利息の契約は，その超過部分につき無効であって，この理は，貸金業者についても同様であるところ，貸金業者については，貸金業法４３条１項が適用される場合に限り，制限超過部分を有効な利息の債務の弁済として受領することができるとされているにとどまる。このような法の趣旨からすれば，貸金業者は，同項の適用がない場合には，制限超過部分は，貸付金の残元本があればこれに充当され，残元本が完済になった後の過払金は不当利得として借主に返還すべきものであることを十分に認識しているものというべきである。そうすると，貸金業者が制限超過部分を利息の債務の弁済として受領したが，その受領につき貸金業法４３条１項の適用が認められない場合には，当該貸金業者は，同項の適用があるとの認識を有しており，かつ，そのような認識を有するに至ったことについてやむを得ないといえる特段の事情があるときでない限り，法律上の原因がないことを知りながら過払金を取得した者，すなわち民法７０４条の『悪意の受益者』であると推定されるものというべきである。

これを本件についてみると，前記事実関係等によれば，貸金業者であるＹは，制限利率を超過する約定利率でＸに対して本件各貸付けを行い，制限超過部分を含む本件各弁済の弁済金を受領したが，少なくともその一部については貸金業法４３条１項の適用が認められないというのであるから，上記特段の事情のない限り，過払金の取得について悪意の受益者であると推定されるものというべきである。」
[キーワード]
